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概要 

The situation that two subjects who believe that they are epistemically equally reliable for 

each other are in disagreement over the truth of the same proposition p is called “peer 

disagreement,” and it is now one of the most important topics in epistemology. The point of the 

discussion in this topic is the following question; whether the fact that there is disagreement 

among the peers over beliefs about p is higher-order evidence that defeats the justification of the 

subjects’ belief about p. The position that answers this question in the affirmative is called 

“conciliationism,” and the position that answers it in the negative is called “non-conciliationism.” 

These two positions are the major competing theories on the subject and are in an intense dispute. 

In this dispute, two serious criticisms of conciliationism were raised by non-conciliationists. In 

response to these criticisms, van Wietmarschen(2013) presented a defense for conciliationism, 

which is now accepted as a strong argument for conciliationism. However, in my view, his 

argument is insufficient to defend conciliationism. This is because, for this argument to be 

convincing, two issues need to be resolved. Therefore, in this paper, I point out these two issues 

and then present a solution to them, aiming to supplement his argument.  

With this argument, I argue that although conciliationism is defensible, its scope of application 

will be narrower than currently thought. Besides, I show how this position’s claim is applicable 

in actual disagreement situations that are not idealized. 
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1 はじめに 

互いについて認識的に同等に信頼可能だと信じる 2 人の主体が、同一の命題の真偽をめぐって不一

致を起こしているという事象は、「対等者間の不一致(peer disagreement)」と呼ばれており、これは現在、認

識論における1つの重要な主題となっている。この主題の議論の争点は、〈命題pに対する信念について

対等者間の不一致が存在するという事実は、不一致主体の p に対する信念への阻却要因となるような高

階の証拠か否か〉という問いである。これに肯定的に答える立場は「妥協主義(conciliationsim)」、否定的

に答える立場は「非‐妥協主義(non-conciliationism)」と呼ばれる。このうち、妥協主義には、非‐妥協主義

の側から提起された深刻な 2つの批判が存在する。これら批判に対し、van Wietmarschen(2013)が、妥協

主義の擁護論を提示し、これは現在、有力な擁護論証として受け入れられている。しかしながら、筆者の

見立てでは、彼の論証は妥協主義の擁護には不十分である。そのため、本稿では、彼の論証の不備を

指摘したうえで、その不備を補填し、妥協主義の説得的な擁護論を新たに提示することを目指す。 

本稿の構成は以下の通りである。まず、対等者間の不一致とはなんであるかをその成立条件とともに定

式化し、そのうえで、妥協主義と非‐妥協主義という対立する 2 立場の整理を行う（第 2 節）。続く節では、

妥協主義の具体的な主張と、それに対する非‐妥協主義による 2 つの主要な批判を確認する（第 3 節）。

この 2つの批判に対する van Wietmarschen(2013)による妥協主義の擁護論証を確認し、それには 2つの

点で不備があると指摘したうえで（第 4 節）、これら不備を補う説得的な論証を新たに本稿で与える（第 5

節）。この論証の結果として、これまで十分に吟味されてこなかった〈対等者〉の判別方法の定式化を行う

必要が妥協主義に生じるため、この作業を行う（第 6節）。以上を踏まえ、妥協主義の擁護論証がどのよう

に補強されたかを確認し、同時に、この補強によりどのような意義が得られたかを総括する（結論）。 

 

2 対等者間の不一致：定式化と争点 

本節では、議論の準備として、まず、〈対等者間の不一致〉とはいかなる不一致であるかを定式化し、こ

の不一致をめぐる 2つの主要な立場である妥協主義と非‐妥協主義の議論の争点を確認する。 

〈対等者間の不一致〉とは、以下の形式の不一致を指す。 

 

対等者間の不一致： 

任意の命題 p について、主体 S1 と S2 がその真偽をめぐり互いに対立する信念を有していて、両者

ともに互いが認識的対等者(epistemic peer)であることと信念の対立があることを正当化された形で信

じている*1。 

 

この定式化が意味するところを正確に把握するうえで、〈認識的対等者〉とはなにか、という点を明瞭化し

ておく必要があるだろう。ここではひとまず、この問いに対する暫定的な答えを、現行の議論における標
 

*1 この定式化は、(Christensen, 2009, 756-757)の定式化を整理し述べ直したものである。 
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準見解に照らして以下のように与えておく*2。 

 

認識的対等者の条件： 

S1 と S2 が命題 p について認識的に対等者である iff 彼らが以下の２条件を満たす。(ⅰ)彼らは p

に関する証拠・論証を評価するうえでの知性、思慮深さ、能力、偏見からの自由などの認知的徳に

ついて同等である。(ⅱ)pか否かという問いに関する証拠と論証への精通度が同等である。 

 

(ⅰ)は〈認知的〉面での同等性を指し、どのように証拠を収集・選別・処理し、よく推論するかといった能力

が主体間で同等であるかを問う。(ⅱ)は問題の命題について同等に良い証拠を有しているか否かという

〈証拠的〉な面での同等性を指す*3。なお、本稿では、「証拠」という語を、〈主体の信念の対象である命題

が真であるか偽であることを支持する良い理由〉として理解する*4。そして、2 人の主体が認識的対等者で

あるためには、〈認知的〉〈証拠的〉な同等性が双方満たされる必要があるとされる。つまり、対等者間の不

一致とは、相手が〈認識的対等者の条件〉の(ⅰ)(ⅱ)双方を満たすと互いに正当化された形で信じている

2人の主体の間の信念の不一致を指すことになる*5。たとえば、以下のような不一致が典型例とされる*6。 

 

会計*7： 

S1 と S2は外食に出て、会計の段になった。S1 と S2は毎回総額に 20％のチップを加えた額を折半

している。S1は何年にも渡って S2 と食事のために外出していて、両者とも毎回支払額を頭の中で計

算して答えを比べている。過去、支払額について不一致が起きた際に計算を間違えていた回数は

S1 と S2 で半々で、どちらも互いの計算の信頼性は同等だと考えている。請求書を渡され支払い総

額が 46 ドルだったので、これにチップを足した場合の 1人当たりの支払額を S1 と S2は頭の中で計

算した。S1は 1人当たりの支払額が 27.60 ドルだと信じているが、S2は 27.10 ドルだと言ってきた。 

 

 
*2 (Ferrari & Pedersen, 2019, 175; Lackey, 2010, 302)。 
*3 この際、〈証拠の同等性〉に、正確に同一の証拠を共有していることを要請する定式化と、同一の証拠の共有を課さな

い定式化がある――この定式化の差異は(Feldman, 2009)で詳細に考察されている。このうち、本稿では、正確に同一

の証拠を持っていることを条件には課さないこととする。理由は、同一の証拠を持つという条件が満足されることが滅

多になく(cf. King, 2012, 1.2 節; Sosa, 2010, 290-291)、そのため、同一の証拠の共有を条件に課す場合の対等者間

の不一致の考察は、かなり理想化された限定的事例の考察になってしまうからである(cf. Lougheed, 2020, 3 章)。 
*4 この特徴づけは、(McCain, 2016, 94)のものを採用した。なお、「良い理由」とはなにかという問いに明確に答えること

は難しいが、ここでは、願望的思考や幻覚などといった命題の真偽を信じるうえで適切でない理由ではなく、ある程度

正当性を持つと社会的に合意が得られるような理由という程度の意味で理解する。 
*5 このとき、対等者間の不一致があると言えるためには、主体 S1と S2が実際に対等者であることまでは課されていない

ことに注意する必要がある。対等者である――(ⅰ)(ⅱ)が満たされる――と両者が十分な証拠を基に正当に信じてい

たとしても、実際に(ⅰ)(ⅱ)が成り立っているとは限らないからである。 
*6 以下の会計事例は多少文言の相違があるものの、多くの論者の議論で参照されている(cf. Christensen, 2007, 193; 

Worsnip, 2014, 6; van Wietmarschen, 2013, 396)。 
*7 ここでは、(van Wietmarschen, 2013, 396)で提示されている事例を、要点をより分かりやすくするため細部を変更したう

えで提示している。 
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ここでは、互いの計算能力が同等であり――(ⅰ)の認知的同等性を満たす――、支払総額と 20％のチッ

プを払うこと――(ⅱ)の証拠的同等性を満たす――を正当化された形で信じている 2 人の主体 S1 と S2

が、食事の会計額をめぐり対立する信念を抱いているため、対等者間の不一致が成立するとされる。以上

が、対等者間の不一致の定式化となる*8。 

定式化の次に、この不一致をめぐる議論に進む前に明確にしておかなければならないことがもう 1 点あ

る。それは、この主題を取り扱う際に認識論者たちがなにを明らかにしようとしているかである。彼らがそも

そもこの主題の争点として争っているのは、先述の通り、〈命題 p に対する信念について対等者間の不一

致が存在するという事実は、不一致主体の pに対する信念への阻却要因となるような高階の証拠か否か〉

という問いである*9。しかし、この問いを正確に理解するためには、ここで言及されている「阻却要因」と「高

階の証拠」という語について把握する必要がある。そのため、以下、これらを順に確認することで、この問

いが意味するところを明確にしておこう。 

信念あるいは命題の〈正当化されている〉というポジティブな認識的地位が落ちる、もしくはそうした地位

の獲得が阻まれるというマイナスの作用が生じる余地があることは「阻却可能性(defeasibility)」と呼ばれ、

この作用をもたらすものが「阻却要因(defeater)」と呼ばれる*10。たとえば、代表的なものとしては、「反証阻

却要因(rebutting defeater)」と「無効化阻却要因(undercutting defeater)」と呼ばれる2種類の阻却要因があ

る。命題 p を内容とする信念 B の反証阻却要因となるのは、p の否定を信じることが正しいと示す証拠で

ある。もう一方の無効化阻却要因は、pと pを支持する証拠の間の支持関係を壊すような証拠である。たと

えば、ある事件の凶器に付着していたジョンのものと思われる指紋は、《ジョンが犯人である》という命題 p

を支持する証拠であるため、通常、この証拠に基づいて p を信じているならば、その信念は正当化される。

しかし、その後、この指紋が実は何者かによって偽装されたものだったと示す証拠（無効化阻却要因）が

得られた場合、凶器の指紋はもはや p を支持する証拠とは言えなくなるだろう。以上のような阻却要因が

存在する場合、命題 pの証拠的支持は損なわれるため、主体は Bの〈正当化されている〉という認識的地

位を阻却されることになる。 

次に、「１階の証拠(first-order evidence)」と「高階の証拠(higher-order evidence)」という証拠の区分につ

いて整理しよう。《雪は白い》、《日本の首都は東京である》、《1人当たりの支払額は27.60ドルである》など

といった標準的な命題は 1 階の命題と呼ばれ、この命題の真偽を支持する証拠は１階の証拠と呼ばれる

*11。これに対し、１階の命題の認識的事項(epistemic matter)に関わる内容を持つ特殊な命題は高階の命

題と呼ばれる。たとえば、1階の命題 p とそれを支える証拠 e との関係を内容とする命題――《eは pを支

 
*8 以下、「対等者間の不一致」を単に「不一致」と記す場合がある。本稿で「不一致」と言う場合には、特に断りがない場

合、常に対等者間の不一致を意味することとする。 
*9 (cf. Moretti & Piazza, 2018, 2848; Lougheed, 2018, 363)。 
*10 阻却要因に関する以下の記述は、(Moretti & Piazza, 2018)を参照した。また、阻却される信念の認識的地位には、

正当化のほか、〈知識であること〉や〈保証されていること〉が含まれうるが、本稿の議論にはこれらは関わらないので、

正当化を阻却するものという定式化を採る。 
*11 なにが 1 階の命題に含まれるかについてこの記述は少々不明瞭であるが、本稿においては、〈別の命題についての

内容を直接に含む命題〉以外は 1 階の命題と考えてもらえばよい。 
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持する》など――や、eを処理する主体 Sの処理能力／過程に関わる内容の命題――《Sによる eの評価

は適切に行われた》など――がこれに当たる。そして、この高階の命題の真偽に関する証拠が高階の証

拠と呼ばれる*12。 

以上を踏まえると、対等者間の不一致について認識論者が争点として議論していることは、以下のよう

に述べ直すことができる。まず、S1 と S2 の間の対等者間の不一致は、両者が共有していると互いに正当

化された形で信じているような証拠 eに基づいて形成された pへの信念の真偽が対立していることを意味

するため、S1 または S2 の証拠評価が適切に成されなかった可能性を示している。このとき、両主体の認

知能力は同等であると判断されているため、どちらの証拠評価の誤りの可能性も同程度だと言える。その

ため、この不一致の存在は、《S1による eの評価は適切に行われた》《S2による eの評価は適切に行われ

た》という 2つの高階の命題に疑義を示す高階の証拠であるように思われる。このとき、両主体が pの真偽

を信じる理由となっている eが適切に評価されていなかった可能性を示すこの不一致という高階の証拠は、

S1と S2両者に対して pに対する信念の認識的地位を格下げする力を持つ――阻却要因となる――と言

えるのだろうか。 

ここで重要なのは、対等者間の不一致という高階の証拠が、pに対する信念に、先述した 2種の阻却要

因――反証／無効化阻却要因――のどちらとも異なる形で関わっているという点である。まず、相手との

不一致という事実それ自体は、実際に不一致命題 p に対する主体の信念が偽であると信じる証拠として

は不十分なので――相手の信念が誤っている可能性も同等であるため――、反証阻却要因ではない。

また、不一致は、eとpの結びつきが成立していないと示す証拠でもないので、無効化阻却要因としても働

いていない。もしも不一致が無効化阻却要因だったなら、不一致を受けて eは pの証拠としての正当性を

失うことになるが、不一致主体の双方とも eが pの真偽を支持する適切な証拠であることを、不一致を受け

ても疑うことはないのである。たとえば先の〈会計〉事例では、1 人当たりの支払い額に関する命題 p に対

する信念の正当性を問題にするに当たって、〈支払総額が 46 ドルである〉ことと〈20％のチップを払うこと〉

という証拠は、不一致を受けてなお正当な証拠のままであり、両主体ともその点を受け入れている。その

ため、不一致は《主体による証拠評価は適切に行われた》という高階の命題に対しての疑義を示すことの

みを直接の効果として持つ。こうした特殊性から、不一致という――主体による 1 階の証拠評価の不備の

可能性にのみ関わる――高階の証拠が、p に対する 1 階の信念そのものの正当性を阻却しうるのか否か

に関して議論が分かれており、対立陣営の間で熾烈な論争が生じているのである。 

対立陣営のうち、p をめぐる不一致が pに対する主体の信念の阻却要因となると答える立場は「妥協主

義(Conciliationism)」と呼ばれる*13。妥協主義では、不一致主体の双方にとって不一致は pに対する 1階

の信念の阻却要因として働き、両者とも信念の正当化を失うとされ、それゆえ、〈対等者間の不一致に直

面した両主体は、pへの判断を差し止めるのが最も合理的である〉とされる*14。 

 
*12 1 階の証拠と高階の証拠に関する以上の説明は、(Kappel, 2019, 125)を参照した。 
*13 この立場の代表的な支持者は(Christensen, 2007 及び 2011; Wietemarschen, 2013; Feldman, 2006)などである。 
*14 なお、本稿では、不一致をめぐる議論を〈信念(belief)〉の観点から論じるが、この主題は〈信度(credence)〉の観点か

ら議論されることも多い。本稿が信念の観点から議論を進める理由は、主に、本稿の主要な検討対象となる(van 
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これに対し、p について対等者間の不一致があるという事実が、それのみで 1 階の信念の〈正当化され

ている〉という地位の阻却要因となることはないと答える立場は、「非‐妥協主義(non-conciliationism)」と呼

ばれる*15。非‐妥協主義は、この不一致の存在は、それだけでは p への主体の信念の阻却要因とはなら

ないと考え、それゆえ、不一致を受けても不一致主体が自身の信念を改定せずに留まることが正当であ

る場合があるとする。 

まとめると、対等者間の不一致をめぐる議論は、第一義的には、p をめぐるこの不一致の存在が p に対

する両不一致主体の 1階の信念の阻却要因となる高階の証拠なのか否かという問いをめぐるものであり、

この争点をめぐって、肯定的に答える妥協主義と、否定的に答える非‐妥協主義が論争状況にあるので

ある。 

以上で概略的な整理は全て済んだので、次節では、妥協主義の具体的な主張と、非‐妥協主義による

批判を確認する。 

 

3 妥協主義の主張と非‐妥協主義による批判 

本節では、まず、妥協主義の具体的な主張の中身を確認し、その後、非‐妥協主義によるこの主張へ

の2つの主要な批判を見る。本稿の目的は、この2つの批判に対する妥協主義の擁護論証に不備がある

ことを指摘し、補強することなので、本節はその準備に当たる。 

3.1  妥協主義の主張 

前節で確認した争点を議論するに当たって、妥協主義の側の論拠に持ち出されるのが、対等者間の

不一致を受けて自身の信念にそのまま留まることは、高階の証拠を論点先取によって退けることになるた

め、認められないという主張だ。先ほどの〈会計〉事例を参照し、この主張を確認しよう。この事例では、《1

人当たりの支払額は 27.60ドルである》という命題 pの真偽について S1が互いに対等者であると信じる S2

と不一致の状態になっている。不一致は、《S1 による p の証拠 e の評価は適切に行われた》という高階の

命題に疑義を示す高階の証拠であると考えられる。このときにS1が、S2との不一致にもかかわらず、自身

の 1 階の証拠 e の評価は正しく、それゆえ p に対する 1 階の信念も正しいので、相手の意見を気にかけ

る必要は無いと判断し、自身の信念に留まったとしよう。するとこれは、不一致という高階の証拠によって

〈S1 による e の評価の適切性〉に疑義が呈されているにもかかわらず、その証拠評価の正しさに訴えかけ

て高階の証拠を拒否するという論点先取の推論となってしまう。しかし論点先取は不当である。以上の考

察から、妥協主義者の Christensen(2011)は、対等者間の不一致という高階の証拠の正当性を不一致主

体が拒否する――自身の信念を正しいと考え続ける――場合、以下の独立性原理(independence 

principle)と呼ばれる原理に従わなければならないとする。 

 

Wietmarschen, 2013)が信念の観点から議論を行っているためである。信念と信度どちらから不一致を議論するかで不

一致の定式化にどのような差分が生じるかについては、(Ferrari & Pedersen, 2019)を参照のこと。 
*15 この立場の代表的な支持者は、(Kelly, 2010; Lackey, 2010; Lord, 2014)などである。 
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独立性原理： 

命題 pについて論争相手が示した信念の認識的信用(epistemic credential)を主体が評価し、pにつ

いての自身の信念を（どのように／そもそも）変更する必要があるかを決めるに当たっては、主体は

自身の pについての最初の信念の背景にある推論に頼らない形でこれを行わなければならない*16。 

 

つまり、これは、不一致が生じた際に自身と相手の信念のどちらがより信頼可能かを評価するに当たって、

主体は自身が p への信念を形成した際に用いた元々の推論を棚上げしてその評価を行わなければなら

ないという原理である。この原理に基づいて自身の証拠評価の信頼性が相手を上回っていると示せない

ならば、不一致という高階の証拠を拒否することはできない。そして、この証拠は、e から p が導出されると

いう主体の推論（証拠評価）に疑義を呈すのだから、この証拠が拒否されないならば、e に依拠した信念

の正当化は阻却されると考えるべきである、と妥協主義は主張する。 

前節で述べた妥協主義の概略的主張も踏まえてこの点をまとめると、妥協主義は以下の主張の連言

から成る立場と捉えることができる。 

 

（１） 対等者間の不一致は、不一致主体双方の 1 階の信念の〈正当化されている〉という地位を阻却

する高階の証拠である。 

（２） 1 階の信念の正当性に頼る形での高階の証拠の拒否――論点先取――は許容されないので、

この証拠を拒否する推論は、独立性原理を遵守するものでなければならない。 

（３） 高階の証拠が拒否されない場合、不一致主体の信念はどちらも正当化されないため、双方の主

体は判断を差し止めるのが最も合理的である。 

 

これが、具体的な妥協主義の主張となる。次に、非‐妥協主義によるこの主張への批判を確認しよう。 

3.2  非‐妥協主義からの批判 

すぐ上で見た妥協主義の主張に対しては、（１）の点、そして（２）の点についてそれぞれ非‐妥協主義

による批判が提示されている。順に確認しよう。 

3.2.1 批判 1 

（１）への批判は、Kelly(2010)によるものである。いわく、命題の証拠的支持は不一致という高階の証拠

を受けてなお残るため、不一致の際に証拠に支持される命題を信じているほうの主体の信念は、不一致

の後も合理性が保存されている。しかし、妥協主義は、この合理性が保たれた信念を有する主体と、不合

理な信念を持つ主体の差異を反映せず、両者とも全く同様に不一致によって信念の正当化が阻却され

ると考えるため、不当である。 

 
*16 (Christensen, 2011, 1-2)。 
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ここでも〈会計〉事例を参照し、この主張を具体的に確認しよう。この事例では、総額 46 ドル、チップ

20％という証拠を互いが評価した結果、《支払額は 27.60 ドルである》という命題 p の真偽について S1 と

S2 の間に信念の不一致が生じている。このとき、〈証拠によって支持される命題を信じている場合にのみ

信念は合理的である〉とする証拠主義的認識規範に従えば*17、これら証拠が pを支持するものである以上、

p を信じる S1 の信念は証拠の支持を正しく反映しているため合理的なものである一方、￢p を信じる S2

の信念はそうではないことになる。また、先にも述べた通り、不一致という高階の証拠は、主体の証拠評価

が適切でない可能性を示しはするが、p が偽であることや、証拠と p に支持関係が成り立っていないと示

すものではないため、証拠の支持関係を失わせることはない。そうだとすれば、不一致を受けても、元々

あった証拠は依然として pを支持する正当な証拠のままである。しかし、もし、証拠に支持される合理的信

念を持つ S1 と、証拠に支持されない不合理な信念を持つ S2 の信念が、どちらも不一致によって正当化

されなくなるという妥協主義の主張を受け入れてしまえば、不一致を受けても依然として存在するはずの

両者の信念の合理性の有無の差異は、不一致以後の信念には一切反映されないことになってしまう。こ

の合理的信念と不合理な信念の区別――いまだ残っているはずの 1 階の証拠による証拠的支持――を

反映できないというのは、妥協主義の主張の欠陥である。それゆえ、この合理性の有無を反映し、合理的

信念を持つ S1 の 1 階の信念のほうは、ただ不一致が存在するだけでは、その〈正当化されている〉という

認識的地位は阻却されないと考えるべきである。 

Kellyは以上のように主張し、（１）が不当であるとする*18。この批判を〈批判 1〉と呼ぶこととする。 

3.2.2 批判 2 

次に、（２）への批判を確認する。（２）への批判として最もよく参照されるのが Lackey(2010)の批判であ

る*19。Lackey は、主体が当初の信念に至った推論の正当性を根拠に不一致という高階の証拠を拒否す

ることが十分説得的である事例――（２）への反例――があると指摘し、以下の具体例を挙げる。 

 

店の方角： 

S は過去 15 年間シカゴに住んでいて、この間に街にもすっかり馴染んできた。数あるレストランの中

でもミシガン通りのマイタイはSのお気に入りの 1つだ。Sのアパートの隣人であるジャックも同時期に

引っ越してきており、彼もまた、15年で街のことに詳しくなった。今日、ジャックがアパートから出てくる

のを見かけて、S が「今からミシガン通りのマイタイに行くところなんだ」と声をかけると、ジャックは「マ

イタイがあるのはミシガン通りではなく、ステート通りだ」と返してきた。この不一致以前には、ジャック

も S も、相手の記憶力に欠陥があると疑う理由はなく、彼らはシカゴの知識に関する限り、互いを認

 
*17 通常、対等者間の不一致の議論は、証拠主義的認識規範を基に議論されている(cf. van Wietmarschen, 2013, 

401)。 
*18 ただし、Kelly は不一致を高階の証拠として全く認めないというわけではない点に注意が必要である。Kelly 自身は、

(Kelly, 2010)で、1 階の証拠と高階の証拠の総体――全証拠――を考慮に入れて、不一致への正しい反応を決める

べきとする「全証拠説(total evidence view)」を提案している。 
*19 ただし、今から確認する Lackey の（２）に対する批判と同種の批判を(Lord, 2014)も提起している。 
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識的対等者と見なしていた*20。 

 

このとき、Lackey いわく、シカゴに 15 年住んでいて街のことを非常によく知っていることや、マイタイによく

行くこと、自分の認知能力を低下させる要因――睡眠不足や薬の服用など――が存在しないと知ってい

ることなどは、Sにとって、Sの記憶が信頼できる形で機能していることの証拠となる。そのため、Sは、自身

の当初の証拠評価の適切さを信頼して《マイタイはミシガン通りにある》という当初の信念を信じ、それを

根拠に、むしろ、不一致はジャックの側のなんらかの誤りを示す証拠になっていると信じるべきである。 

ここでの Lackeyの批判は、2通りの仕方で展開可能である。 

 

（a） 不一致は《S1による eの評価は適切に行われた》と《S2による eの評価は適切に行われた》という

2 つの高階の命題に疑義を呈す証拠だが、S1 が持つ自身の信頼性に関わる証拠により、後者

の命題のみに疑義を呈すものに変わる場合がある。 

（b） 不一致は、《相手は対等者である》という 1 階の命題に対する疑義を提示する 1 階の証拠――

《相手は自身より認知能力に劣る》と信じることを支持する証拠――である場合がある。 

 

（a）と（b）では、不一致の作用の順序が異なる。（a）の仕方で Lackey の批判を展開する場合、以下のよう

に説明が進む。マイタイの所在地に関する不一致は、まず《ジャックによる eの評価は適切に行われた》《S

による eの評価は適切に行われた》というそれぞれの高階の命題に疑義を提示する高階の証拠である。し

かし、それが S の持つ自身の信頼性を示す証拠――Lackey はこれを「対称性ブレイカー(symmetry 

breaker)」と呼ぶ――によって、前者の命題のみを攻撃する証拠に変わる。そして、自身の証拠評価が適

切でジャックがそうではないということは、ジャックの証拠評価能力が自身より低いことを示す証拠にもなる

ので、《相手は対等者である》という信念も阻却される。Lackey自身は、この（a）を採っている。 

しかし、Lackey の批判は（b）の仕方でも展開可能である。この場合、不一致の存在が、そもそも、両主

体が証拠評価において誤りを犯した可能性を示す証拠ではなく、むしろ、相手を対等者とした判断にな

にか間違いがあったということを支持する証拠として与えられていると解釈される。つまり、不一致の存在

はまず《相手は実は対等者でなく、自身より認知能力が劣っている》という命題を支持する証拠として与え

られ、それゆえ、《ジャックによる e の評価は適切に行われた》という高階の命題にも疑義が示されることに

なる*21。 

この両者の重要な差異として、（b）の場合は、不一致はそもそも Sにとって自身の eの評価の適切性に

疑義を投げかける証拠ではないため、不一致を受けて当初の推論の正当性に依拠して自身の信念を保

つことが論点先取にならないということが挙げられる。この区別は、次節で確認する妥協主義の擁護論証

の不備とも関わることになる。しかし、（a）（b）いずれにせよ、この Lackey の批判は、不一致が、主体自身

の証拠評価の適切性を疑わせる十分な高階の証拠とならず、逆に 1 階の信念に至った自身の推論の正

 
*20 (Lackey, 2010, 307-308)。 
*21 実際に、Worsnipはこの（b）に類する批判を妥協主義の（２）の主張に向けている(Worsnip, 2014, 7)。 
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しさを根拠に、相手の認知能力を疑うことが正当な場合があるという主張で、（２）の誤りを指摘するものだ。

この批判を、〈批判 2〉とする。 

これら批判は、妥協主義に対するとりわけ深刻な批判として認知されており、妥協主義の側は自説の擁

護のために、これら批判を退ける論証の構築を試みる取り組みを続けている。その中でも、van 

Wietmarschen(2013)による妥協主義の擁護論証は、この 2 つの異議に対して有望と考えられている。本

稿の目的は、この擁護論の不備を指摘し、補強することである。そのため、次節では、彼の応答を詳しく

確認し、これが妥協主義の擁護としてなぜ不十分なのかを指摘する。 

 

4 van Wietmarschen による応答とその課題 

前節で確認した異議に対し、van Wietmarschen(2013)が、妥協主義の擁護論を展開している。本節で

は、この擁護論証の内実を確認し、それが不十分であると指摘する。 

4.1  van Wietmarschen による妥協主義の擁護論証 

van Wietmarschen(2013)は、まず〈批判 1〉に答え、この応答を〈批判 2〉の誤りを示す根拠としても提示

するので、本稿でも同様の手順で彼の応答を確認する*22。〈批判１〉に答えるに当たり、van Wietmarschen

は、この批判の（１）の解釈が間違っていると指摘する。いわく、不一致の存在によっては 1 階の信念の

〈正当化されている〉という地位は阻却されないとする非‐妥協主義者の見解は、（１）の「正当化」を〈命題

的正当化〉として読むがゆえに起きる間違いであり、（１）の「正当化」という語は本来、〈信念的正当化〉を

意味するものと理解しなければならない。この主張の意味するところを理解するため、まず、2 つの正当化

の区別を詳しく確認し、その後、この主張にもう一度戻ることとしよう。 

正当化には、通常、「命題的正当化 (propositional justification) 」 と 「信念的正当化 (doxastic 

justification)」の 2種類の区分がある*23。命題的正当化は、pを支持する良い理由（正しい証拠）を主体が

有している場合に成り立つものであり、その証拠を把握してさえいれば、この正当化は成立する。つまり、

p を支持する正しい証拠を有しているのなら、その時点で主体は p を信じることが――仮に別の理由を基

に p を信じていても――命題的に正当化されている。これに対し、信念的正当化の成立には、主体
．．

が
．
実
．

際に
．．

命題的
．．．

正
．
当
．
化を与える
．．．．．

正しい証拠を基に
．．．．．．．．

p を信じていることと、そして、「適切なベーシング関係

(proper basing-relation)」という特殊な関係に基づいて適切な仕方でこの信念を形成していること、この 2

つが追加で必要となる。 

ベーシング関係とは、信念と理由との間に成り立つ基づけ関係であり、その関係に言及することによっ

て、主体がなぜある信念を持っているかの説明を提供することができるような説明的関係――すなわち、

 
*22 ただし、van Wietmarschen 自身は、当初の推論に依拠することを禁じる独立性原理――（２）――が、自説によって

説得性を保てるという論証――〈批判 2〉に類する批判一般への応答――を展開しているのみで、Lackey の批判を直

接の対象として擁護論を展開している訳ではない。 
*23 この 2 つの正当化の差異については、(Turri, 2010)で、様々な論者の定式化が詳細に整理されている。 
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〈信念 B〉と〈その理由ゆえに B が持たれていると言える理由 R〉の間の説明関係――である*24。このベー

シング関係の成立条件の定式化として有力とされる理論が、「因果理論(causal theory)」である*25。これに

よれば、以下の条件が満たされる場合にベーシング（基づけ）が成り立つとされる。 

 

因果理論的ベーシング条件： 

Sの信念 Bは理由 Rに基づいている iff Sの Bが Rによって因果的に維持されている*26。 

 

具体的に、《マイタイはミシガン通りにある》という信念を例にこの条件を考えてみよう。Sはこの信念を支持

する理由 R として、知覚経験や記憶といった証拠を持っていたとする。このとき、この R が《マイタイはミシ

ガン通りにある》という信念 B を主体の認知プロセスにおいて因果的に維持する役割を果たしている場合

に、このBはRに基づいていることになる。ここでの因果的維持とは、Rがあるゆえに Bが継続して存在し

続けているのであり、もし R を阻却されるなどして失ったならば、S は B を持たなくなるということである。さ

らに、ベーシングは主体の心的状態同士の関係であるとされ*27、入力としての理由 R と出力としての信念

B が双方とも、主体の認知プロセスに関わるものとなっていなければならない*28。そのため、命題的正当

化とは異なり、信念的正当化という認識的地位は、主体の認知プロセスにおいて信念維持の役割を果た

す理由によってしか獲得されない。以上をまとめると、主体の認知プロセスにおいてアクセス可能な理由

R と Bが因果理論的ベーシング条件を満たす関係にあるとき、ベーシングが成り立つ。 

しかしながら、これだけでは、ベーシング関係は〈適切である〉とまでは言えない。信念的正当化には、

ベーシングが適切であることが必要であるため、この適切性をさらに考慮しなければならない。

Turri(2010)いわく、ベーシングが適切であるためには、証拠から信念へと至る推論が、良性の推論でなけ

ればならない*29。たとえば、以下の事例を見てみよう。 

 

陪審*30：  

陪審員の S1 と S2はマンスール氏の裁判に参加している。彼らはマンスールの犯行を示唆する十分

な証拠の束――動機、被害者への脅迫の前科、多数の目撃証人、凶器の指紋――E を持っていた。

Eを把握しているため、S1も S2も《マンスールは有罪である》と信じることが命題的に正当化されてい

 
*24 (Carter & Bondy, 2019, 2-3)。 
*25 たとえば、(Korcz, 2021)では、ベーシング関係は、この因果理論の観点から最も頻繁に分析されていると紹介されて

いる。van Wietmarschen自身は、ベーシング関係の複数の説明理論のうちのどれを採っても自身の論証にとって影響

はないと考えているので――この点は(van Wietmarschen, 2013, 413)から伺える――、本稿では、最も標準的とされる

因果理論を前提に議論を進める。 
*26 この定式化は(Evans, 2013, 3.1 節)によるものである。 
*27 (cf. Evans, 2013, 2945)。 
*28 (cf. ibid., 5.1 節)。 
*29 これはもっぱら、推論的信念のベーシングの適切性に関わる特徴づけである。推論を介さずに形成される信念の場

合、ベーシングの適切性の判断は別の基準で行う必要がある。この点は van Wietmarschen も、(van Wietmarschen, 

2013, 注 18)で指摘しているが、彼の論証は推論的信念に限定されるものなので、この特徴づけで問題は生じない。 
*30 この事例は、(Turri, 2010, 315-316)の事例を、筆者が要点をまとめて整理し直したものである。 
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る。S1 と S2はこの命題を信じたが、その推論のプロセスが以下のように異なっていた。 

S1の推論： 

E はマンスールが有罪である可能性が圧倒的に高いと示している。E は真である。ゆえに、マンス

ールは有罪である。 

S2の推論： 

占いをしたところ、Eはマンスールが有罪である可能性を高める証拠になるという結果が出た。Eは

真である。ゆえに、マンスールは有罪である。 

 

このとき、S1も S2も良い理由――命題的正当化を与える証拠 E――を持っていて、その証拠に基づいて

信念を形成している。しかし、S2 の信念は、証拠とのベーシング関係は成り立っているが、そのベーシン

グは適切でないと Turri は指摘する。なぜなら、信念形成に至った推論が良性の推論でないからである。

ここで良性の推論とされる推論の内実は十分定かにされていないが、少なくとも以下のような条件が当て

はまるだろう。ある推論 I が良性であるのは、形式的誤謬を I が含まないこと、I の成否に関連する利用可

能な証拠全てを適切に利用していること、関連性を持たない証拠を前提に持ち出していないこと――

Turriの例のS2の推論は、このうち後の 2者を満たしていない――、これらを満たす場合である。これにつ

いては、おそらく最低限合意可能なミニマルな特徴づけだと思われるので、本稿では、このように良性の

推論を理解する。 

そうすると、つまり、信念的正当化は、命題的正当化を与える正しい証拠に従って因果理論的ベーシ

ング条件を満たす形で信念を持つことと、証拠から信念へと至る推論が良性であること、これらが揃うこと

によって初めて成立するということになる。 

さて、（１）の「正当化」をこの信念的正当化として読む場合、〈批判 1〉はどのように回避されるのだろうか。

〈会計〉事例で確認しよう。まず、van Wietmarschen(2013)は、不一致により S1 の 1 階の証拠的支持――

正しい証拠を反映した主体の信念の命題的正当化――が失われないことは認める。そのため、S1 の信

念は合理的である。しかし、対等者間の不一致は、証拠的支持や信念のベーシング関係は取り除かない

ものの、信念のベーシング関係の適切性を支える〈証拠から信念への推論〉が適切に成されなかった可

能性を示す。そのため、e から p へという推論が本当に適切だったかを再検証する必要が生じる。これを

行わない場合、主体が持つ証拠のうち、高階の証拠を無視することになり、推論に関連する証拠を全て

適切に用いて信念を導いていないので、その推論は良性のものではない*31。つまり、不一致という高階の

証拠は、それが与えられた時点で e から p への推論の〈適切性〉を不十分なものに変えているのである。

そのため、1 階の証拠の証拠的支持は保存されていて、ベーシングも成立しているものの、そのベーシン

グの適切性が失われてしまい、信念的正当化が阻却される。このとき、S1 の信念は S2 と違い合理的であ

り、かつ、命題的に正当化されているため、この点で依然差異はあるものの、信念的正当化に関してはS1

 
*31 また、このとき、1 階の証拠は適切に評価されていない可能性が高階の証拠によって示されているので、1 階の証拠

評価としてなにが適切かを再検証によって確定できるまで、1 階の証拠は良性の推論 Iに関連する証拠から外され棚

上げされる必要がある。 
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も S2 も同様に阻却されてしまうため、こちらの点から見た場合、両者ともに不一致によって正当化を失うと

言える。つまり、（１）の「正当化」を信念的正当化として読む場合には、〈批判 1〉は妥協主義にとっては有

効な批判でないということになる。 

また、このように答えることで、〈批判 2〉にも以下のように応答が与えられる。不一致という高階の証拠は、

それが与えられた時点で、元々の推論の適切性を不十分なものに変えているため、その推論に再度依

拠しても、適切なベーシングに必要な良性の推論が得られることは無いのである。そのため、不一致以後

の信念が信念的正当化を得るためには、（２）を満たす新たな推論が必要となる。以上のように、（１）で言

及される正当化を命題的正当化として考慮する場合には、妥協主義への批判はクリティカルであるが、信

念的正当化として読めば、〈批判 1〉と〈批判 2〉は解消され、妥協主義は擁護されると van Wietmarschen

は主張する。 

しかし、筆者は、この妥協主義の擁護は十分でないと考える。そこで、次項では、具体的にこの擁護論

証の不備を指摘する。 

4.2  van Wietmarschen の論証の問題点 

筆者の見立てでは、前項の van Wietmarschen(2013)による〈批判 1〉及び〈批判 2〉への応答は、妥協主

義の擁護論証としては2つの点で不十分である。第1に、〈批判2〉の（b）への応答として成功していない。

第 2に、彼の論証は妥協主義の擁護可能性を示す消極的な主張にしかならないという問題が挙げられる。

それぞれ見ていこう。 

4.2.1 課題 1 

まず、第 1 の問題点を確認する。（１）の「正当化」を信念的正当化と読む解釈を採ったとしても、（２）は

いまだ、十分説得的ではない。理由は、〈批判 2〉を（b）として展開した場合に、独立性原理に従わねば信

念的正当化が得られないとする根拠が判明でないからである。〈店の方角〉事例をもう一度考察しよう。S

が当初ジャックを対等者であると考えていたとしても、不一致を受けて、証拠 e の自身の評価の適切性に

疑義が呈されたと考えるのではなく、むしろ《ジャックは対等者である》という信念のほうを撤回することは

理解可能である。このとき、van Wietmarschen に従えば、e から《マイタイはミシガン通りにある》という命題

の真理を導く推論が、不一致という高階の証拠によって悪性の推論になったとして禁じられることにより、

自身のほうがジャックより認知能力に優れているとする判断の根拠にこの推論を持ち出すことができなくな

る。だが、そもそもこれが悪性の推論だと言えるためには、《ジャックは対等者である》と《S による e の評価

は信頼可能である》という両信念のうち、不一致は常に後者を先に攻撃する証拠であると前提しなければ

ならない。しかしながら、van Wietmarschen をはじめ、妥協主義者はこの点を論証なしに単に想定してい

るのみであるため*32、この前提は十分に裏付けられていない。だが、〈店の方角〉事例を（b）のように理解

する余地は十分あるうえ、現に類似の事例をそのように理解する Worsnip(2014)のような論者もいる。また、

（b）を展開する論者は、妥協主義者の主張と全く同じ主張を自説の擁護に利用して、妥協主義を以下の

 
*32 (Cf. van Wietmarschen, 2013, 注 23) 。また、Christensen も、(Christensen, 2010, 3 節)で〈批判２〉の類例を検討して

いるが、この際にも、不一致を（b）のように考える余地がある点については一切検討がなされていない。 
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ように論難することができる。不一致は、《相手が対等者である》という命題に対する証拠の評価において

主体が誤った可能性――誤って相手の認知能力を高く見積もってしまった可能性――を示している。こ

のとき、この証拠にもかかわらず、対等者であるという信念に至った当初の推論を基に、《相手は対等者

である》という信念を維持するのは論点先取である*33。 

以上の指摘で重要なのは、不一致が《Sによる eの評価は適切に行われた》と《相手は対等者である》と

いう 2 つの信念のどちらに対して初めに疑義を提示する証拠であると見るかによって、S の p に対する

元々の推論が、不一致の以後に良性の推論でなくなるか否かが変わることである。先にも述べた通り、信

念的正当化は、信念が正しい証拠に基づいて因果理論的ベーシング条件を満たす形で形成・維持され

ていること、そしてこの要件を満たすに際して証拠から信念への推論が良性であることにより成り立つ。こ

のとき、正しい証拠であるとは、その証拠が p の真理を支持していることであるため、S は明らかに正しい

証拠に基づく信念を有している。そのため、S の信念の正当性の有無は純粋に、不一致に際して当初の

推論を持ち出して自身の信念を形成／維持することが良い推論であるか否かによる。このとき、もし pをめ

ぐる不一致が端から《相手は対等者である》という信念に疑義を呈する証拠であるなら、Sは、eから pへと

至る推論の適切性に疑義を提示されていないことになるため、当初の推論に依拠して p を信じることは、

悪性の推論ではない。この場合、（２）の説得性は担保されない。つまり、van Wietmarschenの先の論証が

〈批判 2〉の（b）を退け、独立性原理の説得性を示すものとなるためには、まだ以下の課題が残っている。 

 

課題 1： 

《主体自身による p の証拠 e の評価は適切に行われた》という命題と、《相手は対等者である》という

命題のうち、不一致の存在が疑義を呈すのが常に前者であるという前提の根拠を示す。 

 

この課題 1に妥協主義は答えねばならない。 

4.2.2 課題 2 

次に、第 2の問題を確認する。それは、3.1節の van Wietmarschenの論証は、妥協主義の擁護可能性

を示す消極的な主張にしかならないというものである。なぜなら、対等者間の不一致における正当化を、

命題的正当化でなく信念的正当化から考察すべき理由がなければ、妥協主義の積極的な擁護を行った

ことにはならないからである。実際、van Wietmarschen 自身も、命題的正当化を基に対等者間の不一致

における議論を考慮するとすれば非‐妥協主義の〈批判 1〉は正しいと認めているため*34、この場合、妥協

主義には擁護の余地がない。そうである以上、信念的正当化の分析がより望ましいという説得的な根拠を

示せなければ、van Wietmarschenの議論は、せいぜいアドホックな対処でしかなく、また、非‐妥協主義者

たちを納得させるものにも成り得ないだろう。ここで必要なのは、不一致において信念的正当化の欠如が

なぜ命題的正当化の欠如よりも問題なのか、あるいは、どのような理由ゆえに信念的正当化の有無の議

論が不一致の考察のうえでより適切なのか、これらを示すことである。これを課題 2 とする。 

 
*33 これとほぼ同様の指摘が実際に(Worsnip, 2014, 7)でなされている。 
*34 (cf. van Wietmarschen, 2013, 420)。 
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課題 2： 

信念的正当化の有無の検討が対等者間の不一致において命題的正当化の有無を見るより適切で

ある理由はなにか。また、信念的正当化が担保されるべき理由はなにか。 

 

これら 2 つの課題に答えなければ、妥協主義の擁護論証は十分なものとならない。そのため、次節で

はこれらに対する説得的な応答を与える。 

 

5 van Wietmarschen による妥協主義の擁護論を補強する 

本節では、前節で確認した van Wietmarschen の論証の不備である課題 1 と課題 2 について、本稿で

新たに説得的な応答を与える。また、この応答により、妥協主義の擁護には、さらに〈認識的対等者の条

件〉の判別方法の策定作業というもう 1つの課題が生じることになると明らかにする。 

5.1  課題 1 に答える 

まず、課題 1に対する応答を検討する。この問題は、不一致の存在は、常に両不一致主体の証拠評価

の適切性に疑義を投げかける高階の証拠であって、《相手が認識的に劣っている》＝《相手は対等者で

はない》と示す証拠になることはないという妥協主義の暗黙の前提に疑義があることである。妥協主義の

議論が説得性を持つためには、不一致は常に両主体の証拠評価の適切性に疑義を示す高階の証拠と

なると示さねばならない。しかし、我々はしばしば日常の判断において、不一致を受けて、その不一致を

理由に相手が対等者であるとする判断のほうを覆すという営みをしているため、妥協主義の前提は根拠

づけなしに容認できるものではない。 

非‐妥協主義者は、このように実際の我々の不一致における反応を鑑みたときに、〈課題 1〉の達成が困

難なことから、〈批判 2〉は解消されないと考える。そして、そうであるならば、〈批判 2〉を受け入れ、以下の

ような主張を支持すべきとする。すなわち、〈不一致が主体の証拠評価の適切性に疑義を示すものとなる

かどうかは、不一致命題に対する 1 階の信念に主体がどれだけ強い確信を持つかに依存して変化する〉

というものである*35。たとえば主体が《マイタイはミシガン通りにある》という信念を種々の証拠を基に元々

強く信じていたのなら、相手との不一致が自身の証拠評価の誤りを疑わせる証拠として作用することはな

いということになる。これは、対等者間の不一致がどんな場合も必ず、不一致主体双方の証拠評価の適

切性を疑わせる高階の証拠として作用するという根拠の十分でない前提に依拠する妥協主義よりも、説

得性が高い主張である。 

では、妥協主義はどうするべきだろうか。筆者は、（b）を否定することは困難であると考えるため、〈課題

1〉を字義通り達成する方法は採らない。しかしながら、妥協主義には〈課題 1〉を弱めた仕方で達成する

別の方法が残されている。それは、不一致が《相手は対等者である》という信念と《主体による e の評価は
 

*35 たとえば Lackey(2010)は、この主張を全面的に支持し、正当化説(justificationism)と呼ばれる立場を提唱している。 
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適切に行われた》という信念、このどちらに疑義を示す証拠となるかは、以下のテーゼに基づいて決定さ

れるという筆者の提案を採用することである。 

 

支持強度テーゼ： 

不一致が《主体による e の評価は適切に行われた》という信念と《相手は対等者である》という信念の

どちらに対して疑義を示す証拠となるかは、《相手は対等者である》という命題の証拠的支持の量的

／質的な強度に依存して変化する。 

 

証拠的支持の強度としてここで意味しているのは、《相手は対等者である》という信念が真であることが過

去の経験において複数の仕方で多重に支持されているか否かである。そして、対等者であるという信念

が強い形で支持されているならば、ただ一度の不一致がこの信念が偽であることを支持する証拠になると

考えるべきではない。逆に、《対等者である》という信念が過去一度の経験に基づく(ⅰ)(ⅱ)の評価のみに

よって保たれている場合などには、不一致はこの信念を疑わせる余地があると認められるべきだろう。 

このように考える場合、証拠的支持の強い対等者と、弱い対等者を以下のように区別することができる。 

 

強い対等者： 

《相手は対等者である》という信念が真であることが、これまで、複数の量的・質的証拠により繰り返し

支持されてきている。 

弱い対等者： 

《相手は対等者である》という信念が真であることが、少なくとも 1 つの証拠により一度以上支持され

ている。 

 

この区別の下では、先の支持強度テーゼの説明を以下のように述べ直すことができる。強い対等者の場

合、対等者であるという信念は複数の証拠によって繰り返し確証され、強固に支持されているため、対等

者間の不一致は、両主体の証拠評価に誤りがあった可能性を示す証拠と見做されるべきである。しかし、

弱い対等者の場合には、対等者であるという信念は繰り返し確証されておらず、強固でないため、不一致

は、常に主体の証拠評価の誤りの可能性を示す高階の証拠になるとは限らず、むしろ《相手は対等者で

ある》という信念を疑わせるものとして作用しうる。この提案はつまり、妥協主義の主張を、あくまで強い対

等者との不一致に限定して適用可能なものと考えるということである。より正確に述べると、これは、妥協

主義の主張の（１）の「対等者間の不一致」を、強い対等者のみを対象にするものと限定して解釈し直すと

いうことである。強い対等者との不一致事例では、《対等者である》という信念の強固さが、不一致が必ず

両主体の証拠評価の適切性に疑義を呈す高階の証拠となる根拠として与えられるので、〈課題 1〉に答え

ることができる。そのため、この強い対等者に主張を限定すれば、妥協主義は擁護可能なのである*36。 

 
*36 （１）の「対等者間の不一致」の〈対等者〉の解釈を弱めるというこの方針は、本来（１）から（３）の主張が全ての対等者

を対象に含む全称量化された主張であった点を考えると、本来の妥協主義の全面的擁護とはなっていない。そうする
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また、この提案は、不一致が主体自身の証拠評価の適切性を疑わせるに足る証拠とならない事例――

〈批判 2〉――が生じる発生原因に関する説明として、Lackey(2010)ら非‐妥協主義者が提示した説明より

も優れている。先にも述べた通り、Lackeyをはじめ〈批判 2〉を展開する論者は、1階の信念に対する主体

の確信の強さによって不一致がどのような証拠であるかが変化すると指摘していた。しかしこれは、不一

致の証拠的効力が、自身の信念に対する主体の確信度という主観的要因によって変動することを許すこ

とになるので、独断的な主観主義に陥る危険性を持つ。それに対し、本稿の提案では、主体自身の 1 階

の信念に対する確信の強さは無関係であり、あくまで、対等者であるという信念がどれほど証拠による支

持を繰り返し得ているかという客観的視点から不一致の証拠としての扱いを決定する。もし、対等者であ

るという信念が繰り返し支持されているならば、主体が自身の 1 階の信念の正しさを確信しているかどうか

は関係なく、常にこの不一致は互いに関する高階の命題を攻撃する高階の証拠となると考えるからである。

そのため、独断的な主観主義を許容する余地がない。また、妥協主義では説明困難であるように思われ

た、課題1のような事例の発生原因に対しても、対等者であるという信念の証拠的支持の強度が十分であ

るか否かがその作用に影響していると説明することが可能である。つまり、不一致が《自身による証拠評価

は適切に行われた》という命題と《相手は対等者である》という命題どちらの証拠となるのかに関して、これ

までの妥協主義のように根拠のない前提を置いたり、非‐妥協主義のように主体自身の確信度のような一

人称特権に頼ることがないため、より客観的な基準から評価が可能となるのである。 

以上のように対等者の種類を区別することで、（b）の問題は解消可能なため、課題1は取り除くことがで

きる。次に、課題 2に答える。 

5.2  課題 2 に答える 

課題 2 の、命題的正当化よりも信念的正当化の考察が〈対等者間の不一致〉という主題によりふさわし

い理由として、妥協主義は 2つの根拠を提示することが可能である。まず 1つが、妥協主義が、主体の認

識能力の制限という点を視野に入れていることである*37。対等者間の不一致が生じた正にその状況にお

いては、主体は自身の信念と相手の信念の正当性を、認識的に限られた条件下で検討しなければなら

ない。つまり、アクセス可能な証拠や、その正当性評価において限界がある状況である。命題的正当化の

有無の評価というのは、主体が持っている証拠の客観的な支持関係の有無のみから、信念の正当性の

判断を下すものとなっている。しかし、対等者間の不一致が起きた正にその状況で、完全ではない制限さ

れた認識状況下に置かれている主体が証拠に基づくどのような推論により信念を導いたか、それはその

状況下で良い推論であったと言えるだろうか、という点まできめ細かく評価することが信念的正当化を持

ち出すことで可能となる。その点で、信念的正当化を持ち出す意義はあるだろう。 

 

と、これは非‐妥協主義の立場に回収されるのではないかという懸念があるかもしれない。しかし、本稿 p.42で示したよ

うに、非‐妥協主義は「命題 p について対等者間の不一致があるという事実が、それのみで不一致主体の 1 階の信念

の〈正当化されている〉という地位の阻却要因となることはない」と全ての対等者間の不一致事例を対象に主張する立

場である。だが、本稿の筆者の提案では――強い対等者に限定されるが――対等者間の不一致があるという事実が、

それのみで不一致主体の 1 階の信念の正当化の阻却要因となるため、非‐妥協主義には回収されない。 
*37 (cf. Christensen, 2007, 216; Christensen, 2016, 418)。 
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第 2 に、命題的正当化があったとしても、信念的正当化が欠如している場合、主体の実際の認識実践

においては多くの点でリスクがあるということが指摘できる。たとえば、Simion(2019)は、ベーシング関係の

欠如した信念では、正しい状況認知や推論が行えないとする*38。Simion いわく、ベーシング関係というの

は、証拠などの理由を信念に結びつけるものであり、この関係を把握できていない場合、主体は、ある信

念を持つ正当な理由を十分に持っていながら、その正当性に気付けないために信念を抱けず、それゆえ

状況認知が上手くできないことがある。たとえば、主体が、過去に自身が体験した職場での不快な経験―

―飲み会への同行の強要、残業をするよう圧力をかけられたなど――が《パワーハラスメントが存在する

職場である》と信じることを命題的に正当化する証拠であるにもかかわらず、証拠からその信念を導く推論

に気付くことができていない――適切なベーシングを欠いている――場合を考えてみよう。この場合、主

体は自身の経験を《パワーハラスメントが存在する職場である》という信念に結びつけることができず、状

況の正しい認知が阻まれてしまう。このことはさらに、そこから本来、実質的に推論可能であった、主体が

《不当な状況に置かれている》とか、《就業環境の改善を望むべきだ》といったさらなる適切な信念を抱く

機会をも失わせるのである。それゆえ、命題的正当化がたとえ存在したとしても、それだけでは主体の認

知活動において十分でない場合が多い。 

これを、不一致に適用すると、以下のようなことが言えるだろう。不一致に際し、命題的正当化の有無の

みを基にした信念への固執を許容したとしよう。このとき、両主体は、自身と同等の認知能力を持つはず

の対等者との間になぜそのような不一致が生じたのか、相手が納得可能な根拠に依拠した不一致の解

決策はなにか、こうしたことを理解できていないままである。不一致の原因がどちらかの単なるミスであるの

か、より重要な根本原因があるのかが分からなければ、類似の不一致が生じた際にどのように解決しうる

のかも分からない。この点を考慮するためには、元々の推論とは別に、対等者間の不一致の原因を説明

できる双方が納得可能な良性の推論が必要なのである。つまり、不一致において適切なベーシングを満

たさないことは、不一致の適切な解決の可能性を閉ざすことにつながるのである。逆に、不一致命題に関

する信念のベーシング関係を正しく理解することは、その後のより重要な信念を得ることにも繋がるかもし

れない――上のパワーハラスメントの例のように。以上のように考えれば、適切なベーシング関係の欠如

の問題は不一致においても深刻であるため、この点を考慮して不一致への対処を考察する立場には、ア

ドバンテージがあると言える。 

まとめると、課題 2 には以下のように答えることができるだろう。対等者間の不一致の議論においては、

妥協主義は〈制限された認識状態〉の下で適切な対応を探る議論として捉えることでその積極的意義が

発揮される。特に、適切なベーシング関係の欠如した信念は正しい状況認知を阻むものであり、かつ、正

しい状況認知は不一致の解決にとって重要なので、理想化されない実際の不一致状況を考察するうえで

は、信念的正当化の有無を重視する必要がある。命題的正当化の有無のみを見るのでは、双方が合意

しうる解決などについて示唆を得る見込みが十分でないのである。 

 
*38 (Simion, 2019)は、「解釈的不正義(hermeneutical injustice)」の発生原因を、主体が自身の経験を語る概念を持って

いないことではなく、経験と信念を結び付けるベーシング関係の欠如として捉え直すという論文であり、本稿で参照し

ている Simion の主張も、その論証過程で提示されているものである。 



Contemporary and Applied Philosophy Vol. 13  55 

以上のように答えることで、課題 1、課題 2 という van Wietmarschenによる妥協主義の擁護論証の抱え

る不備を補うことはできたと言えるだろう。 

5.3  残る課題 

課題 1と課題 2に答えることはできたが、本節で行った応答は、妥協主義にもう 1つ重要な課題を残す

ことになる。それは、実際の状況における対等者の判別方法の定式化の問題である。課題 2 への応答で

見た通り、妥協主義の積極的意義は、認識的に制約のある実際の状況において発揮されるものである。

それゆえ、対等者の判別も、主体がその制約状況下で行うものとなる。しかし、その場合、認識的対等者

の条件を字義通りに満たしているかを判別することはおそらく不可能である。たとえば、歴史学者Aがある

史料 eを、p を支持する証拠と見做したのに対し、同僚の歴史学者 Bが￢p を支持する証拠と見做す、と

いったことは珍しくないだろう。これは、背景的な知識や教育、着眼点など様々な相違が複合的に作用し

て証拠の解釈に違いがでることが現実の状況では珍しくないからである。こうした、それぞれに背景の異

なる知識や着眼点をもつ主体間で、どのような場合に証拠の精通度や認知能力が同等なのかを誤りのな

い仕方で確実に判断することはできない。 

かと言って、恣意的な評価をしてしまうのも問題である。まず、対等者の評価が主体によって恣意的に

行われるのだとしたら、不一致が阻却要因として働く強い効力を持つ理由は判明でなくなる。恣意的な手

続きで対等者が決められるのだとすれば、なぜ対等者との不一致をそこまで重要視しなければならない

のかという規範性の根拠が分からないのである。また、不一致を受けて《相手が対等者である》という信念

を任意に変更することが許容されない理由も説明できない――4.1節の課題 1の回避案の根拠が失われ

る――し、主体が独断的な判断をすることを許容してしまうことにもなる。 

それゆえ、対等者判別にも正当性が十分な形で必要となる。次節では、最後の作業としてこれを行い、

妥協主義の主張をより具体性のあるものとして提示する。 

 

6 対等者の判別方法の策定 

前節で述べたように、妥協主義にとって対等者の判別問題は無視することのできない重要な問題であ

る。本節では、恣意性を避けつつ、いかにして制約状況下で(ⅰ)(ⅱ)を満たしていると判別するかを示す。

なお、ここでの対等者の判別とは、不一致に先行する時点での対等者判別である点に注意が必要である。

対等者の判別は、不一致に先行する時点と、不一致の後の再評価の 2 つの時点で問題となる。

Lackey(2010)が対等者間の不一致の定式化で「主体Aと Bは、pをめぐる信念の対立があることに気付く

に先立って、互いがpか否かの問いについて認識的対等者であると理解している」(303)という条件を明示

しているように、通常、対等者の判別はまず不一致に先立って行われる。特に、〈強い対等者〉は、過去に

《相手が対等者である》という信念がどれだけ支持されてきたかという不一致に先行する時点を問題にす

る判断である。それゆえ、不一致に先行する時点での対等者の正当な判別方法がここでは検討される必

要があるのである。 
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この作業の足掛かりとして、〈認識的対等者の条件〉を理想化されない実際の不一致においても成立

する見込みが高い条件に設定し直している Lougheed(2018)の定式化を参照しよう。彼は、以下のように

〈認識的対等者の条件〉を弱めている。 

 

Lougheedの条件： 

2人の主体が pに関して認識的対等者である iff pかどうかについて同じように正しい可能性が高い、

もしくは、pかどうかについてどちらが正しい可能性が高いかを判別するのが難しい*39。 

 

ここで、〈pかどうかについて同じように正しい可能性が高い〉というのは、不一致主体の双方が pについて

の判断の信頼性について等しいということである――(ⅰ)と(ⅱ)が成り立つという元の対等者条件と実質

的に同一のことを述べていると考えてよい。また、選言で結ばれた後者の選言肢は、(ⅰ)(ⅱ)が成り立っ

ていると正当化された形で判断することが困難であるが、一方を優位に扱う客観的理由も存在しない場合

のことである。つまり、Lougheed は、元々の対等者の条件では、それが成り立つと正当に信じていると言

えるのがいつかを特定することは容易ではないため、後者の選言肢を満たすと判断する根拠がある場合

にも、相手を対等者と信じることが正当であると言えるようにしよう、と提案しているわけである*40。実際の

状況で(ⅰ)(ⅱ)が充足されているかを確認するうえでは、このレベルの弱い判断に甘んじるのは止むを得

ないように思われる。このように対等者の条件が弱められれば、一方を優位と見るべき理由が見つけられ

なかったという事実がある場合でも、そのことが(ⅰ)(ⅱ)が不一致主体の間に成り立つと示唆する消極的

な証拠になると言うことができるようになるため、弱い対等者の判別は可能である。そのため、弱い対等者

の判別には Lougheedの条件は有効だと言える。 

しかし、本稿で提案した妥協主義の擁護論証にとってはこれでは問題がある。なぜなら、この消極的証

拠に基づいて（ⅰ）（ⅱ）が満たされると主体が正当に信じているだけでは、複数の証拠により繰り返し対

等者であることが確証された――強い対等者である――と信じることが正当化されるとまでは言えないか

らである。そのため、強い対等者に関しては、対等者の条件を弱めて判別を容易にするという方針は採れ

ない。そして、前節で確認した通り、不一致が高階の命題に対して常に疑義を提示する証拠となるとする

妥協主義の主張が成り立つのは、強い対等者との不一致の場合に限られるのである。そのため、本稿で

は、認識的対等者の条件(ⅰ)(ⅱ)が、確かに十分満たされているという判断が正当化されるのはいつか、

という問いにしっかりと答えられなければならない。 

では、どうするべきか。現実的に、(ⅰ)と(ⅱ)が十分満たされるかを対等者となる 2 人の主体同士がある

程度確実に判断するためには、一定以上の期間に渡る判断が必要になると考えられる。この期間の複数

の経験のどれもが、(ⅰ)と(ⅱ)を確証させ、《相手は対等者である》という信念を支持することによって、こ

の信念は量的に十分な証拠により強固に支持されることになるし、また、対等者であるという判断も確実

 
*39 (Lougheed, 2018, 363)。 
*40 また、このとき Lougheed は対等者の判別を 2 主体の主観的な判断ではなく、客観的な判断に基づくものとして捉え

ている(cf. Lougheed, 2018, 366)。 
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性が増す。 

そして、不一致に先立つ時点での対等者判別が、主体の独断的な判断となってしまうことを避けなけれ

ばならないため、第 3 者的評価――第 3 者による証言――を課し、客観的なものにより近い形で(ⅰ)と

(ⅱ)を判断することも必要だろう。これは、対等者という地位を支持する証拠の入手経路が自身の経験と

は異なるため、これを満たせば、質的にも複数の仕方で〈対等者である〉という判断が支持されることにな

るだろう。 

また、特に(ⅰ)の認知的能力についての対等者判断が正当性を保つために重要となるのが、相手と自

身の信用の分配における不当な偏りを最小化することである。Lackey(2018)いわく、証言者の信用評価を

行うに当たって証言者と聞き手の信用分配に不当な形で偏りが与えられると、認識的に妥当な信用評価

とはならず、不正義が生じる*41。なぜなら、信用は他者との相対的関係によって決定される〈関係的概念〉

であり、かつ、不一致における信用は特に、個々人に対して絶対評価の形で独立して与えうる〈限りの無

いもの〉ではなく、資源などと同様、あらかじめ総量が決められている有限のものだからである。たとえば、

不一致の状況では、不一致主体の一方に信用が相対的に高い形で与えられるならば、他方の証言や信

念はその正当性が常により低いものとされてしまう。そのため、不一致に先立つ時点での信用評価におい

て偏りがあった場合、このような問題が不一致において顕在化してしまうことになる。また、不一致に先立

つ時点での相手の信用評価に不当な偏りがあったなら、実際に知性・思慮深さ・能力・偏見からの自由な

どの項目を客観的に判断したうえで、相手と自身の間に(ⅰ)が成り立つと正当化された形で信じているこ

とにはならない。 

Lackey(2018)は、こうした点を避け、他者への信用評価が正当に行われていると言えるためには、自身

が現に持っている証拠のみならず、「規範的阻却要因(normative defeater)」と呼ばれる特殊な証拠の存

在の有無をも気にかけねばならないと主張する(160)。いわく、規範的阻却要因とは、主体が持っている

べき証拠である。これは、阻却要因としての機能は反証阻却要因や無効化阻却要因と同じであるが、主

体が実際にその証拠を持っていなくとも、主体の信念の正当化を阻却する阻却要因としての効力を持つ

とされる(161)。たとえば、Lackey は、以下のような例を挙げてこの点を説明している。いま仮に、人種差別

的信念を支持する証拠のみに囲まれていて、その信念の反証となるような証拠がそこにあること(out 

there)に気付いていない差別主義者たちがいるとする。彼らには、たとえ彼ら自身が反証の存在に気づい

ていなかったとしても、自身の信念の正当性を考慮するうえで、本来集めるべき証拠が存在している。そ

のため、たとえ彼らが「自身の信念の反証となる証拠が存在するなんて思わなかった」と言ったところで、

 
*41 Lackey は、この場合に生じる不正義は、「証言的不正義(testimonial injustice)」であるとしている。しかし、これは、証

言的不正義の標準的な定式化である、〈証言者が持つ属性のゆえに、証言者の提示する証言が不当に低く評価され

る場合に成り立つ不正義〉という考えとは乖離したLackeyの独自の概念理解である。Lackeyは、証言的不正義は、証

言者の属性に基づく偏見よりも、むしろ、証言者と聞き手の信用の分配の正当性が満たされないことにその本質があ

るとする。たとえば、証言者が女性だというだけで、家事に関する証言について理由なく信用を高く見積もられるような

場合――〈女性なのだから家事については男性より詳しいはずだ〉と判断される場合――を考えてみたい。このとき、

証言者の信用は低く見積もられてはいないが、ステレオタイプの偏見によって実際よりも過度に信用を〈高く〉見積もら

れるがゆえにこれは不正義であるとされる。それゆえ、証言的不正義は、信用分配の不当さを本質とすると Lackey は

指摘する。 
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彼らの人種差別的信念の認識的地位は、この証拠による阻却を免れることはできない。そのため、主体

は、自身が持っている証拠のみならず、自身が持つべき証拠をも考慮に入れなければならない(161)。 

このとき、どのような証拠が持つべき証拠なのかは重要である。我々は、実社会では自身の信念に関わ

る全ての証拠を得るなどといったことは到底できないし、それを全て得るまで信念が正当化されないと考

えるのも現実的でないため、持つべき証拠をどの範囲までととるかを決める必要があるからである。

Lackey 自身はこの範囲について十分明瞭にしていないが、そこにある(out there)証拠といった言葉や挙

げている事例から、探そうと思えば本来すぐに見つけられるはずの証拠や、主体が集める義務を持つ証

拠を考慮していることが伺える。集めなくてはならない証拠は状況に依存して変わるだろうが、一般に、相

手を不当に貶価していないと示す、探せる範囲での証拠は、相手の信用評価を行ううえで当然集める義

務があるだろう。 

よって相手が対等者か否かを判断するに当たっては、無意識に相手の特定の性質をもとにその信用を

低く見積もるといった誤りを犯していないかどうか、自身の信用を過度に見積もっていないかどうか、とい

った証拠を探すことが必要となる。そして、もし、このような点で規範的阻却要因が存在しており、それを

収集せずに相手の信用に関わる信念形成をしている場合、その信念は十分正当化されない。逆に、探

せる範囲でこの規範的阻却要因が存在しなかったと言える場合には、その判断は暫定的にではあるが、

適切に行われていると言える。この規範的阻却要因の有無を確認することで初めて、不当な偏りなく相手

の信用を評価していて、また、(ⅰ)の認知的徳の同等性が成立することを正当化された形で信じていると

言うことができる。 

以上を踏まえると、理想化されない実際状況での対等者の判別に際し、強い対等者が成り立つと正当

化された形で信じていると言えるために確認されなければならないことは以下の 3点である。 

 

(α)対等者か否かについて十分な期間に渡る判断が行われていて、この期間における経験がどれ

も(ⅰ)(ⅱ)が満たされていることを裏付けるものであった。 

(β)第 3者がこの評価を肯定している。 

(γ)規範的阻却要因が存在しないと見做すことができる。 

 

(ⅰ)(ⅱ)の評価が、この 3 点を満たす形で、繰り返し確証されていることで、強い対等者の判別は理想化

されない実際の状況において適切に行うことができるはずである。逆に、(ⅰ)(ⅱ)が成り立つと両主体が

互いを評価はしたが、上の 3 点のどれかを欠いていたり、その判断が十分な回数確証されていない際に

は、それは弱い対等者が判別された状態に留まる。そして、強い対等者との不一致は必ず妥協主義の

（１）から（３）の主張が当てはまるが、弱い対等者との間に生じた不一致は、それが《主体による e の評価

は適切に行われた》という信念と《相手は対等者である》という信念のどちらに疑義を示す証拠となるかは

固定的でないので、非‐妥協主義の指摘するように、主体の確信度などのなんらかの要因によってこれは

変動しうる。 

以上の本稿の議論を通じて、妥協主義の擁護論証の不備を補うことと、また、実際の不一致に際しても
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その主張が適用可能であると示すことができただろう。 

 

7 結論 

本稿では、〈対等者間の不一致〉の議論における van Wietmarschen による妥協主義の擁護論証の問

題点を指摘し、それを補強する論証を行った。結果として、妥協主義は擁護可能であるが、その主張が

当てはまるのは、より限定された厳しい対等者条件を満たすと判断できる強い対等者との不一致に限られ

ると判明した。一見すると、この条件を満たすと判断される対等者にしか主張が当てはまらないというのは、

妥協主義にとって後退のように思えるかもしれない。確かに、弱い対等者にも（１）から（３）が成り立つと示

せるような妥協主義の理論を求める者たちにとっては、これは間違いない。しかし、そのような論者が思い

出さねばならないのは、弱い対等者との不一致の事例では、〈課題１〉は現状未解決だということである。

妥協主義の主張を弱い対等者を含む全ての対等者に等しく適用しようとするなら、この課題への解決案

を示さない限り、彼らの主張――（１）から（３）――は全面的に否定されることになってしまう。これに対し、

対等者を 2 つの様態に区別し、（１）の「対等者間の不一致」が強い対等者のみを対象にすると限定すれ

ば、妥協主義が全面的に否定されることはない。それゆえ、（１）から（３）が強い対等者との不一致には必

ず当てはまると示せたことは、妥協主義が正当性を持つ領域を部分的にでも担保できるという意味で、自

説を全面的に否定されかねない現状の妥協主義にとっては重要な進展である。 

また、弱い対等者と強い対等者の区分によって、今後の議論を妥協主義と非‐妥協主義が分業的に進

めていく余地ができた。対等者という地位が不安定である弱い対等者については、主体の元々の信念に

対する確信度などを考慮にいれた考察を行う非‐妥協主義の分析が重要となる可能性があるし、逆に、対

等者という地位が強固である強い対等者に対しては、そのような主体の確信度を持ち出した考察はレリヴ

ァントにはならないので、双方の合意を得ることができるような適切なベーシング関係を協働的に探求する

ことが重要となる。このように、本稿で行った妥協主義の擁護論証は、今後の〈対等者間の不一致〉をめぐ

る議論を対立する論者たちが互いにより生産的な形で行うためにも、有用なものであると言えるだろう。 
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